
第４４回 宮城県災害対策本部会議 議事要旨 

 

１ 日 時 

   平成２３年４月６日 １０時００分 

２ 場 所 

  県庁行政庁舎４階 庁議室 

３ 配布資料 

  第４４回宮城県災害対策本部会議資料 

４ 議事要旨 

○三浦災害対策副本部長 

・本日村井災害対策本部長は石巻方面を視察する為，会議欠席である。 

 

○阿久津内閣府大臣政務官 

・東京から東北の復興について分析した結果，県の力量差，復興についても５日間で宮城が 

一番積極的であり，福島は原発の問題で足止めされており，岩手は中間程度であった。 

・燃料の供給状況はまだ安心できない。県民の充足感が得られるまで引き続き頑張る。 

 

○三浦災害対策副本部長 

  ・日本赤十字社関係の海外からの支援を活用した第一次支援について，応急仮設住宅への 

家電(洗濯機，冷蔵庫，テレビ，炊飯器，電子レンジ，電気ポット)６点，定員を超えている 

介護施設にベッド配備，被災市町村へ車両配備する。 

  ・１,８００万ｔの廃棄物の処理の為の｢宮城県災害廃棄物処理対策協議会｣を設立し，４月 

８日１３時４５分～ 第１回会議を開催する。 



  ○小野寺危機管理監 

  ・津波の高さについて，石巻鮎川７.７ｍ，仙台港７.２ｍであった。 

  ・死者７,２７６人，行方不明者６,３２１人である。 

  ・保健福祉部分の被害額が増額した。 

   

○仙台管区気象台 

  ・７日まで晴れた後に雨の見込み。 

  ・４月に入り乾燥状態が続く。 

  ・週間天気予報を東部，西部に分けて発表する。 

 

○今野総務部長 

・特になし。 

 

○伊藤企画部長 

・東北本線：福島－岩沼間４月７日に運行再開し，それに伴い代行バスもなくなる。 

 

○小泉環境生活部長 

・水道は沿岸部を除き復旧した。 

・福島第一原子力発電所事故のモニタリング調査の観測地点について，丸森町，角田市， 

七ヶ宿町を追加した。 

   

○岡部保健福祉部長 

  ・福祉施設の被害額について，医療機関分とともに増額した。 



・エコノミー症候群予防の為の活動で，東北大学病院を通じメーカーから弾性ストッキン 

グ１,０００足の支援があった。 

・災害ボランティアについて，４月４日時点で２,３０３人である。 

 

○河端経済商工観光部長 

・トラック協会でドラム缶を運送した。 

 

○千葉農林水産部長 

・４月５日に行われた県漁業協同組合の経営管理委員会で，浅海域における操業を５月末 

日まで自粛することを決議。宮城県，宮城県海区漁業調整委員会へ法的措置の要請する予定。 

知事の許可にかかる部分，大臣許可にかかる部分についても県から要請するものである。 

 

○橋本土木部長 

・排水対策について，島の海地区の作業に着手した。 

・自動車運搬船の定期航路が運航再開した。 

・松島観光港の再開に向けた対策について説明。 

 

○自衛隊 

・遺体を５４体収容した。 

 

○竹内警察本部長 

・４月５日に７７体収容し，累計７,６０７体である。 

・６,６１０体を引き渡した。 



・遺体の引き渡し先の内訳については，遺族６,３５３体(８３.５％)，市町村に身元不明者 

２５７体(３,７％)である。 

・電気の通らない石巻中心部をライトアップするため，４月１日から電気が復旧するまで 

石巻中央交番に投光車を配置する。 

・４月５日からヘリコプターからサーチライトを照らして夜間を警戒する。 

 

○消防庁 

・本日救急消防援助隊６４３名活動中である。 

 

○海上保安庁 

・漂流船舶３３０隻。遺体２体を収容した。 

・東松島市の車両１２台を調査した。 

・仙台塩釜港からコンテナ除去状況を確認した。 

 

○東北電力(株) 

・停電戸数９８,４７４戸(７％)である。 

 

○東北経済産業局 

  ・ガソリンスタンド稼働率は８３％である。 

・石油製品出荷量は７４％である。 

  ・４月６日経済産業省で巡回して調査する。 

  ・資源エネルギー庁ではしばらく昨年出荷量以上を供給したいとのこと。 

   



○小林教育長 

  ・公立高校等人的被害，児童・生徒２３５人，職員１４人である。 

  ・４月２１日に入学式を開く学校が多いが，２１日前に開く学校もある。 

・県立高校の仮設校舎の建設場所について，宮城県農業高等学校は宮城県農業・園芸総合 

研究所敷地内(名取市高舘地内)に，宮城県気仙沼向洋高校は宮城県気仙沼高校第二運動場内 

(気仙沼九条地内)に移転する。 

  ・文化財レスキュー事業について，文化財の応急保管を４月６日よりスタートする。 

   

○伊藤企業局長 

  ・工業用水道復旧状況について，送水可能事業所数５７件，送水開始事業所数４３件である。 

   

  ○村井災害対策本部長 

次回は４月７日１０時００分に開催する。 

 

 

 


